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コンパクトシティ構想と LRT 計画
― 宇都宮ライトレール開業に向けた市民の巻き込み ―

栗　原　俊　輔

はじめに

街づくりにおいて、日本ではコンパクトシティという
言葉を聞くことが増えてきている。最近では SDGs1

に関連付けて、この言葉を説明することも多い。人
口減少社会である日本において、地方都市ではこれ
からのまちづくりにあたって、これ以上の人口流出の
抑制と新しい住民の流入、子育てや高齢者が暮らし
やすいまちづくり、すなわち誰にでも優しいまちとい
う考えが必須であることは、自治体を中心に浸透し
てきている。そのためには、街の移動軸となる公共
交通の整備が不可欠であるが、コンパクトシティの考
え方でも、交通機関の再整備が鍵となる。特に、車
社会である地域においては、公共交通の利用促進が
求められる。その代表例であり、かつ象徴的なもの
が LRT（Light Rail Transit：ライトレール・トランジット）
といえるだろう。軽量軌道交通や次世代型路面電車
と訳されることが多いが、いままでの路面電車を発
展させた軌道交通またはそれを含めた設備を指すこ
とが多い。コンパクトシティの概念には、この LRT

を移動軸として位置づけし、中心市街地と郊外の住
宅地を結び、その沿線に公共施設や商業施設等の
拠点を設ける街づくりをすることが掲げられることが
多い。

本稿では、栃木県宇都宮市および隣接する芳賀郡
芳賀町にて、現在建設中の LRT「宇都宮ライトレー
ル」を事例とし、ゼロから建設する路面電車という、
日本では初めてのケースとなる宇都宮市での取り組み
について、今後の課題を整理する。また、結果的に
LRT 計画をめぐる市民の賛否を問うこととなった、過
去 2 回の宇都宮市長選での民意を整理し、その上で、
計画実施における、具体的、現実的な方策について
提示し、実現可能な LRT の利用促進と定着を検討
し、コンパクトシティ構想実現に向けての現状を整理
することを試みる。

Ⅰ コンパクトシティという考え方

1. コンパクトシティのはじまりとLRT

コンパクトシティという言葉は、1973 年にジョージ・
ダンツィーグが提唱したのが、そのはじまりといわれ
ている（Danzig and Saaty 1974）。しかし、当時は都
市の過密化が欧米や日本の大都市で問題となってお
り、過密化した中心市街地において、郊外との効率
のよい移動手段を整備することにより、中心市街地
の密集度と機能を適正化することを目的としていた。
また、その頃 UNEP（国連環境計画）を中心にサス
ティナブル・シティという概念も提唱されはじめた（倉
田 1999）。コンパクトシティという言葉が提唱され始
めたのは約 50 年前であり、現在の世界および日本の
状況は、経済的にも、都市計画においても大きく異
なるが、当時の概念でもすでに「都市に暮らす人びと
が持続的な環境下において、都市としての物理的な
環境の性能の集約をさしている（倉田 1999）」ことは、
現在の宇都宮のLRT 計画においても反映されており、
注目に値する。ちなみに、コンパクトシティという概
念自体は、必ずしも軌道交通を含めた計画であると
いうことではなく、あくまでも都市の機能の 1つのツー
ルという位置づけであるという捉え方が一般的であ
る。

その後 1970 年代後半から1980 年代にかけて、北
米やヨーロッパを中心に、LRT の導入が進む。まち
の中心部と郊外を結び、中心市街地は路面を走行し、
郊外に出ると専用軌道を一般鉄道と同様の速度で走
行することにより、郊外から中心市街地までの所要
時間の短縮を実現した。世界ではじめて LRTと呼ば
れる路線を開業させたのは 1978 年のカナダのエドモ
ントンであり、北米では続いて 1981 年にアメリカ・カ
リフォルニア州サンディエゴに開業した。1986 年には、
LRT の考え方をさらに進化させた路線が同オレゴン
州ポートランドに開業した。ポートランドでは、市内
中心部にトランジットモールと呼ばれる、一般車両進
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入禁止の区間を設け、LRT や路線バス等のみが走
る。いまやポートランドはLRTの先進都市のみならず、
コンパクトシティの成功事例となっている。

当初のコンパクトシティは、現在日本で注目され
ているそれとは、考え方が若干異なる。いうなれ
ば、ダンツィーグの提唱したコンパクトシティにおける 

「ツール」としての軌道系交通等公共交通機関の考え
が、結果的には異なる目的を目指しているということ
である。現在の日本や海外では、むしろ人口減少社
会において、散らばった郊外の人口を効率的に中心
市街地と結びつけることにより、まちの機能や行政を
効率化することが目的となっている。中心都市と郊外
をいかに効率的に結び、誰にとっても移動しやすい
街を目指すという考え自体は変わっていないと言える
だろう。

2. コンパクトシティと交通機関

日本でコンパクトシティが注目され始めたのは、
1970 年初頭ごろといわれている（倉田 1999）。

国土交通省でも、コンパクトシティに注目し、平成
26 年（2014 年）に都市再生特別措置法等の一部を
改正し、全国の自治体でコンパクトシティへ促進を目
指した 2。この法改正の根本にあるものは、地方都
市において、財政面、経済面における持続可能な都
市経営、高齢者および子育て世代の生活環境改善、
CO2 排出削減など環境問題、そして効率的な非難・
救援など防災と、4 つの分野を改善することにより、
これからの人口減少社会における、限られた資源の
集中的・効率的な利用を促し、持続可能な社会を目
指すものとしている。これにより、中心市街地の活
性化と郊外の住宅地の集約化を推進する道筋が形成
された。

コンパクトシティを推進するためには、道路渋滞を
回避するためにも大量輸送機関であるバスや鉄道の
導入が不可欠であるが、この役割を LRT が担うこと
により、住民の利用の促進はもとより、財政的にも負
担が比較的少ないという利点があるだろう。

これは、路面電車から進化した LRT が、地下鉄
や一般鉄道とは違い、バリアフリーであることが有
利な点としてあげられる。地下鉄に乗車するには、階
段やエスカレーターで地下まで下りる必要があり、エ
スカレーターやエレベーターが設置されていても、そ
の手間と心理的な負担が大きい。一方で LRT は道

路に設置された停留所から直接乗車できるため、そ
の時間と労力は地下鉄の比ではない。

その代表的な事例といえるのが、神戸市営地下鉄
海岸線である。同線は、2001 年に開通した比較的
新しい地下鉄であるが、開業して 20 年を迎えた現在
でも、当初の利用予測の 30％程度の利用であり、毎
年多額の赤字を出しており、令和元年度（2019 年度）
の純損益は、約 33 億円にのぼり 3、神戸市にとって
も財政を圧迫する深刻な問題となっている。地下鉄
建設には多額の費用がかかるが、その初期投資を回
収することはおろか、運賃等の収入よりも毎年の運営
コストのほうがかかる状態に陥っている。たとえば、
2019 年度の収入は約 50 億円であったが、運営コス
ト等の営業費用は約 65 億円と15 億円の単年度赤字
となっている。神戸市交通局は海岸線のほかにも西
神線など、ほかの黒字路線があるため、黒字路線で
の収益で海岸線の赤字を穴埋めするという、市の財
政運営としては必ずしも健全ではない状態が続いてお
り、納税者である神戸市民にとっても、今後の地下
鉄運営について、真剣に検討すべきことという認識
が高まっている。

地下鉄と比較すると建設費の安い LRT 等道路上
に線路を敷設する軌道交通は、初期投資を控えられ
るという大きなメリットがある。また、バリアフリーと
いう観点からも、高齢者なども乗車しやすいうえ、地
下ではなく路面を走っているという点から、その求心
力と注目度も高い。すなわち、市民に対して、実際に
アピールする際のメリットとその存在が視認できると
いう利点がある。

コンパクトシティには必ずしも LRT が備わっている
必要はないが、軌道系交通の無い都市では、まちづ
くり計画の中に LRT 敷設を含めることが多い。また、
LRT に類似の交通機関として既設の路面電車を LRT

への再整備する都市や、BRT（Bus Rapid Transit）
を導入する都市もある。BRTとは、国土交通省では、

連節バス、PTPS（公共車両優先システム）、バス
専用道、バスレーン等を組み合わせることで、速
達性・定時性の確保や輸送能力の増大が可能と
なる高次の機能を備えたバスシステムであり、地
域の実態に応じ、連節バス等を中心とする交通
体系を整備していくことにより、地域公共交通の
利便性の向上、利用環境の改善が図られます 4
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と定義しており、車両は通常のバスであるが、一般
道にバス専用のレーンなどを設けた、いわゆる路面
電車、LRTと一般バスの中間のような交通機関であ
る。東京都はオリンピックに合わせて観客等の輸送
を目的に BRT の整備を開始し、2020 年 10 月よりプ
レ運行を開始した 5。また、東京のような都市部では
なく、地方でも導入されている。2011 年の東日本大
震災にて被災した鉄道路線を BRTとして復旧した事
例が岩手県および宮城県の沿岸部に見られる 6。こ
れは、被災した区間をバス専用道として整備し、駅
間はバス専用道を走り、街中は一般道を走ることに
より、人口減少が著しい地方において、駅から街中
への二次交通をも兼ねた合理的なシステムでもある。
同様に、茨城県では廃止された日立電鉄と鹿島鉄道
の廃線跡を一部利用した BRT も運行されている 7。
現在では、全国的に地方都市でも朝晩のラッシュ時
には渋滞が見られるが、鉄道では輸送過剰であるも
のの渋滞解消も深刻な問題となっている地方都市な
どでは、このような鉄道の廃線を BRT に転用するこ
とも、有効な選択肢である。

しかし、このような BRT が機能する条件は都市部
と地方では異なる。都市部では渋滞回避であり、地
方では都市間でのスピードアップがその目的といえ
る。共通することはバスと鉄道の利点を取り入れてい
ることであるが、鉄道と比較するとバスでは輸送力
が限られており、朝夕に通勤通学ラッシュがあり、大
量輸送機関が必要な地域においては、都市、地方と
も軌道系交通機関のほうが適している（図 1）。

その点、LRT は鉄道であるため、1 両が大きいが
通常の鉄道よりは小さいことが、地方都市における
大量輸送機関としては最低な輸送機関として期待さ
れている。くわえて、市内は道路上に軌道を敷設す
るため、立ち退き等の問題も少なくできることも利点
の 1 つである。

3. 日本におけるコンパクトシティとLRT

日本においてコンパクトシティという言葉が使用さ
れ始めたのは、欧米と比較すると最近のことである。
元来、コンパクトシティと LRT は、必ずしも同一の概
念ではなく、コンパクトシティ計画策定にあたり、軸
となる公共交通機関として LRT が導入されることが
多いということであり、コンパクトシティ成功の必須
条件ではない。しかし、LRT の性質、利便性などを
考慮すると、コンパクトシティを機能させるためには
適切で有効な交通機関の 1 つである。

国内でもっとも注目されているコンパクトシティにお
ける LRT の成功事例は、富山市の富山ライトレール

（現富山地方鉄道富山港線）である。富山市内には
戦前から市内電車が運行されていたが、昭和 30 年
代以降は乗降客数の減少などから、一部の路線を廃
止していた。転機となったのは、JR 富山港線のライ
トレールへの転換である。JR 西日本の富山港線は富
山駅から岩瀬浜駅までの 8.0 キロを結ぶ路線であっ
た。JR 西日本は富山市や富山県ら現地関係者に対
し、富山港線の LRT 化を提案した。距離も短い富
山港線をすでに市内電車がある富山市に、LRT 化を
提案し、最終的には既存の市内電車と接続すること
としたのである 8。富山駅前北側広場へは、鉄道ホー
ムに乗り入れるのではなく、道路上に軌道を敷くこと
によって、路面から乗降できる形式に改め、また車両
もLRT 型の新型路面電車へと置き換えた。富山ライ
トレールとして、地元の企業および富山市、富山県な
どが出資した第三セクターへ移管し、JR の経営から
切り離した。JR 富山港線は第三セクターの LRT、富
山ライトレールとなり、JR 時代と比較し、乗車人員
が改善した。JR 時代には沿線人口がほぼ横ばいに
も関わらず、1日の利用者が昭和 63 年（1988 年）に
は約 6,500 人であったところ、JR 末期の平成 17 年

（2005 年）には約 3,200 人まで落ち込んだが、これ
が LRT 化後の平成 21 年（2009 年）には 1日の利用
者が JR 富山港線時代の平成 17 年の 3.2 倍と、安定
した利用者数を維持している 9。

これは、国土交通省の調査によると、運行本数の
増加による利便性が高まったことにより、朝夕の通
勤通学にくわえて、とくに日中の買い物や観光などの
利用が生まれたことが大きな理由となっている 10。停
留所に貸自転車やコミュニティ・バスが循環するなど、
二次交通も整備したことが功を成したと言えるであろ

図 1:　BRT に使用されている連接バス（新潟市ホームページより）



14

う。また、同調査によると、高齢者の外出機会の増
加という効果が著しく、LRT の利用につながったとと
もに、地域に人の流れが生まれたことはコンパクトシ
ティの目的とも合致していると言える。地域のにぎわ
い創出は、まちの活性化に貢献している。

その後 2020 年 2 月には、富山ライトレールは富山
市内線をすでに営業していた富山地方鉄道へと吸収
合併され、富山地方鉄道の富山港線となる。さらに、
翌 3 月には、北陸新幹線富山駅高架下を南北に結び、
市内電車と接続、直通運転を開始した。

このような富山市における公共交通改革には、市
によるコンパクトシティ計画という基盤と、JR のロー
カル線の効果的な有効活用という、コンパクトシティ
計画の軸となるものが、低コストで実現できたことが
大きい。富山市では、このコンパクトシティ計画にも
とづき、今後富山港線沿線以外の地域でも、交通
機関と沿線拠点整備を進める予定である。これによ
り、富山港線のような沿線の活性化が期待されてい
る。

加えて、富山港線沿線には住宅地が増え、マンョ
ンが建設されるなど、沿線の活気も戻ってきた。コ
ンパクトシティ本来のねらいである、郊外に散らばっ
た住民を軸になる公共交通沿線に住んでもらい、そ
こを拠点に公共施設や商業施設も利用しやすくすると
いう生活スタイルが確立されている（図 2）。

このように、LRT を軸としたコンパクトシティで一
定の成功を収めているのが富山市の例である。この
ような LRT 建設の気運は全国的に高まっており、地
方中心都市などでの具体的な検討が始まっている。

4. LRTのないコンパクトシティ

日本では、コンパクトシティというと、LRT の整備
も含めたまちづくりと捉えられがちであるが、実際に

は LRT のないコンパクトシティ計画の事例もみられ
る。本稿ではコンパクトシティ計画の中での公共交
通、とくに LRT の機能と有効性を中心に論じている
が、LRT のないコンパクトシティ計画も確認しておき
たい。青森市や新潟市などがその代表例である。新
潟市は LRT を導入する代わりに大量輸送機関である
BRT を導入した。青森市では新たな大規模インフラ
である新規交通機関の導入をせずに、住居や商業
施設などを市内中心部に整備した例となる。

新潟市は 2015 年 9 月に、市内中心部を中心とし
た BRT を整備し、新潟交通の運営により萬代橋ラ
インとして新潟駅前−青山間の約 7 キロを開業した。
BRT は、通常は路面電車のように道路の中央にバス
専用のレーンを設け、一般車の侵入を禁止し、定時
運行を維持するものであるが、新潟市の場合は、冬
の積雪時の乗客の安全確保などの懸念から、暫定
的に既存のレーンを走行している。一方で、車両は
連接バスを導入するなど大量輸送機関として期待され
ている11。新潟市には、以前は鉄道路線も存在したが、
狭い道に線路が敷設されているため、渋滞の原因で
あるとされたことと、利用者が減少したため、1999

年 4 月に全線廃止されている 12。しかし、昨今のコ
ンパクトシティの浸透により、市が主導で市内の大量
輸送機関の導入を検討し、2015 年に営業を開始した。
これは、バスの団子状態での渋滞解消とともに少子
高齢化に伴う高齢者の移動手段の確保という目的も
あり、現在では年間約 350 万人の利用がある 13。図 1

のように、新潟の BRT は連接バスを使用し、市外か
らの訪問者などにも視認性が高く、利用しやすい交
通機関となっている。今後、バス専用レーンの設置を
目指している。

また、新たな軌道系交通を導入しないコンパクトシ
ティの取り組みを行っている都市に、青森市が挙げら
れる。青森市は、市内中心部にマンション等集合住
宅や商業施設を誘致し、高齢者の生活の利便を維
持するとともに、市の財政的負担を減らすことも目的
としていた。特に青森市は豪雪地帯でもあり、少ない
人口が郊外に散らばりながら存在することは行政とし
ても効率が悪く、また財政負担も増えることから、市
の中心部への移住を奨励した 14。1999 年に「コンパ
クト・プラス・ネットワークの都市づくり」として、コ
ンパクトシティの概念を盛り込んだ都市計画が策定さ
れた（図 3）。
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図 2：富山型コンパクトなまちづくりの都市構造
 （富山市ホームページより）
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青森市の場合は、都市構造を変えていくことを中
心としている。中心市街地とそれを取り囲む住宅地と
いうような設計の都市を目指しているが、そこには特
に軌道系交通の計画は無い。都市の規模から、軌
道系交通は運営・維持ともに負担と考えられたのでは
ないか。

現在も青森市は引き続きコンパクトシティ計画を進
めている。しかし、提唱当時は一定の先進性と妥当
性，実効性を有しながらも，コンパクトシティという
概念が本来持っていた多様性や曖昧さを克服できず
推移した、という指摘もされている 15。

以上のように、日本におけるコンパクトシティ計画
は、軌道系交通の有無によって大きく類別されるが、
その成功の可否は、現時点ではどの事例においても
計画策定から10 年程度と、ひとの移動をともなう大
規模な都市計画でもあり、現時点では問題点の洗い
出しおよび、計画の遂行途中という段階ともいえる。
LRT を導入した「ロールモデル」となる都市もまだ富
山市しかない状況である。しかし、富山市も既存の
鉄道を LRT に転換した路線であるため、完全にゼロ
から建設をする路線であるのは宇都宮市が全国初の
ケースであり、宇都宮が今後の LRT を取り入れたま
ちづくりのロールモデルとなるともいえる。

II. 宇都宮市におけるコンパクトシティとLRT

1. 宇都宮ライトレール概要

現在建設中の宇都宮ライトレールは、正式名称を
宇都宮ライトレール株式会社といい、JR 宇都宮駅東
口より芳賀・高根沢工業団地までの 14.6 キロを優先
整備区間とし、将来は JR 宇都宮駅西側の東武宇都
宮方面までを結ぶ計画で、2022 年度末に開業予定

である。宇都宮ライトレールは、土地、建設、車両
や施設の保有などの整備主体は宇都宮市および芳賀
町、営業主体は宇都宮ライトレールという、第三セク
ター方式の軌道である 16。すなわち、インフラは公共、
運営のみ民間という、いわゆる公設型上下分離式で
計画されている。この優先整備区間の建設が 2018

年よりはじめられた。

宇都宮ライトレールの特徴の 1 つは、路面電車で
はあるものの、快速運転をし、途中駅を通過運転す
る運行も計画されていることである。そのため、途中
2 か所の停留場では、各駅停車と快速が接続できる
ような設計となっている（写真 1）。

また、2021 年 4 月には、各停留場の正式名称も決
定した（図 4）。

開業後は、東北新幹線の始発と終電に合わせた
運行を予定しており、朝 6 時台から夜 11 時台までと
なり、朝夕の通勤通学ラッシュは 6 分間隔で運行し、
日中は 10 分間隔での運行となり、現在この地区を運
行しているバスと比較すると、非常に高頻度での運
行となる。

また、路面電車という形態としては珍しく、快速電
車の運行も予定され、宇都宮駅東口から終点の高根
沢・芳賀工業団地まで、快速で約 37 分、各駅停車

コンパクトシティ構想とLRT計画

図 3：コンパクト・プラス・ネットワークの都市づくり
 出典：青森市ホームページ

写真 1　郊外では停留場の建設も進む（出典：下野新聞 ）

図 4　宇都宮ライトレール路線図（出典：宇都宮市ホームページ
17）
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で 44 分の所要時間の計画である。このため、路面
電車としてはあまり見られない、各駅停車と快速電車
の退避・接続ができる停留場も設けることとなってい
る。この点は、いままでの路面電車と異なる、LRT、
次世代型路面電車の特徴と言えよう。車両のデザイ
ンおよび愛称もライトライン（Light Line）と決定し、
コロナ禍のため遅れているものの、2021 年度前半に
は使用する車両の第一編成が搬入される予定である

（図 5）。

車両のデザインおよび愛称は、市民に公募をして
決定をしている 18。また、停留場の名称も、各停留
場周辺に居住する市民や事業所等に公募をし、名称
候補を選出したうえで最終的に決定していることは、
市民や在勤者の関心をひくということにおいて、評価
できる点である。

予定されている運賃も、初乗り3 キロまでは 150 円、
その後は 3 キロから7 キロまでは 2 キロごとに 50 円
加算、7 キロを超えると 3 キロごとに 50 円加算となり、
全線で 440 円を予定している。初乗り3 キロ以内が
150 円と低く設定されているのは、近隣の移動でも利
用してもらうという目的があるものと思われる。

宇都宮ライトレールの開業により、将来的には多
くの効果が期待されているが、直近の効果としては、
朝晩の通勤通学時間帯の交通渋滞の解消が期待さ
れている。宇都宮市東部および芳賀町、高根沢町に
かけては、複数の工業団地があるため、通勤渋滞が
発生している。特に鬼怒川を渡る柳田大橋周辺の渋
滞は深刻である。ただし、現時点ではその効果につ
いて懐疑的な意見が公聴会などでも出ており、確実
に渋滞解消を目指すには、インフラ整備だけにとど
まらず、市民の LRT 利用を促す仕掛けが必要になる
であろう。

2. LRT建設経緯

宇都宮市、芳賀町における LRT 建設計画は、平
成 9 年（1997 年）に、宇都宮市に新交通システム
検討委員会が設置されたことから始まる 19。その後、
平成 11 年度に当該委員会において、「新交通システ
ム導入方針」が策定された。また、平成 13 年度（2001

年度）から平成 14 年度にかけて、新交通システム導
入基本計画策定委員会を新たに設置し、新交通シス
テム導入基本計画策定調査を実施した。その後、平
成 15 年度（2003 年度）に、宇都宮市内 4 地域にお
いて、市民の声を直接聴くための「まちづくりと交通
に関する公聴会」を開催した。この会には 4 回の公
聴会に延べ 776 人が参加した。宇都宮市は、その後
も公聴会を引き続き開催し、平成 16 年度からは「交
通まちづくり懇談会」と名称を変えて、年に 5 回開催
し、市民からの声を聴く機会を設けている。このよう
に、LRT 計画の初期段階において、宇都宮市は市民
の公聴会を重ね、市民のニーズをくみ取る姿勢は明
確であった。公聴会での意見や質問には「朝の渋滞
時に自動車メーカーの社員は車から新交通に乗り換
えてくれるのか」や「便利なクルマを否定するような
考え方には、住民は、そう簡単に理解してくれないと
思う。クルマとの共存を考えるべきではないのか」な
どの、軌道系交通への否定的な質問が見られた 20。
このような意見に対しては、車社会、車中心の生活ス
タイルの弊害について、ほかの自治体での自動車メー
カーによる自社の社員の車出勤の自粛要請などの事
例についてなどを提示している 21。この第 1 回まちづ
くりと交通に関する懇談会（東コミュニティセンターに
て開催。234 名参加）では、軌道系交通の導入には
否定的な声が多く聞かれた。これに対して市は、市
民の意識改革の必要性を訴えているが、具体的な回
答は多くはなかった。

一方で、栃木県および宇都宮市のあいだでも、県
都の公共交通とまちづくりの今後を検討するために、
検討会および調査を重ねている。本格的に検討が始
まったのは平成 5 年（1993 年）まで遡る。当初は栃
木県の公共交通の枠組みの中で宇都宮市の新交通
システムの検討を行ってきたが、平成 18 年（2006 年）
に宇都宮市が単独で新交通システムの検討を行うこ
とを表明し、以降宇都宮市が検討を続けていくこと
となった。宇都宮市はそれ以前にすでに、前述のよ
うな市内での「まちづくりと交通の公聴会」を実施し

図 5　宇都宮ライトレール（出典：　宇都宮市ホームページ）
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ており、その結果も踏まえての決断と考えられる。そ
の後、平成 25 年（2013 年）に芳賀町が新交通シス
テムの町内への延長を要望し、芳賀・宇都宮基幹公
共交通検討委員会が設置され、現在にいたる。これ
は、宇都宮地域においても、芳賀町に所在する工業
団地への通勤の流れを考慮すると、妥当な決断であ
る。これ以降、新交通システムとしての LRT 計画は
より具体的に検討されることとなり、現在の LRT 建
設へとつながる。以下に栃木県の関係する LRT を中
心とした新交通システムの検討の経緯をまとめる（表
1）。

このように、最終的には宇都宮市が主導で、そこ
に芳賀町が加わり、新交通システムの検討がすすめ
られた。宇都宮市は平成 25 年（2013 年）3 月に東
西基幹公共交通の実現に向けた基本方針を策定し
た。この基本方針では、「東西基幹公共交通の実現
に向けた検討を進めていく上で、LRT の『整備手順』
や『事業スキーム』、さらには、一体的に取り組んで
いく関連施策などの基本的な考え方を示し 23」、LRT

実現に向けて計画を進めてきた。
平成 5 年から約 30 年をかけて、芳賀・宇都宮

LRT（宇都宮ライトレール）は 2023 年春の開業に向
けて現在建設中であるが、これまでのプロセスを振

り返ると、行政主導で宇都宮地域への新交通システ
ム導入が進められてきたことがわかる。栃木県と宇
都宮市による検討から、宇都宮市と芳賀町による計
画推進へと、関係する自治体も変化してきた。すな
わち、市民からの発意がまずあり、それを行政が汲
み取り、検討をしてきたということではない。あくま
でも行政主導によるLRT 計画の推進という側面が強
かったことは、確認しておきたい。

3. 宇都宮市におけるコンパクトシティとLRT

平成 20 年（2008 年）、宇都宮市では「ネットワー
ク型コンパクトシティ」を形成するべく、これを第 5

次宇都宮市総合計画（平成 20 年度−29 年度）に掲
げ、その一環として LRT の整備を初めて盛り込んだ。
宇都宮市のネットワーク型コンパクトシティとは、連携・
集約型都市ともうたわれ、市の抱える将来の問題と
して、少子・超高齢社会、人口減少時代の到来、地
球環境問題の深刻化、行動経済成長期に整備した
公共資本の老朽化、中心市街地の活力の低下を挙げ
24、これらを解決する方策として、土地利用の適正化、
拠点化の推進、そしてネットワーク化の推進を掲げて
いる（図 6）。土地利用の適正化とは、都市機能と自
然環境との調和を指し、拠点化とは、中心市街地、
産業・観光拠点、地域の既存拠点での機能・役割の
明確化による機能性向上であり、またネットワーク化
とは、拠点間における機能連携とそのための軸の形
成・強化である。LRT はこの拠点間連携のための軸
にあたる。

ネットワーク型コンパクトシティという考え方が浮上
してきた背景には、宇都宮市特有の問題が存在する。
宇都宮市は関東平野北端に位置し、市域が押しなべ
て平坦であり、そのため市街地が際限なく拡がって

コンパクトシティ構想とLRT計画

表 1：LRT 計画検討の歴史（出典：　栃木県ホームページ「栃木
県の公共交通政策と芳賀・宇都宮 LRT について 22」より
筆者作成）

図 6:　宇都宮市のネットワーク型コンパクトシティ（出典：宇都
宮市ホームページ 25）

平成 5 年度 栃木県、宇都宮市、宇都宮市街地開発組
合の 3 者共同で新交通システム導入に向け
た検討を実施

平成 13 年度 「新交通システム導入基本計画策定調査」
（県・市）～平成 14 年度➡さらに検討を要
する課題が多いとの結論

平成 15 年 9 月 県が今後の対応方針として宇都宮市に対し
以下の 2 案を提示：　A 案 5 年間整備スケ
ジュール検討を凍結し課題を整理する B 案 
早急に進めるのであれば市が主体となって
進めるその場合、県は支援・協力する

平成 16 年度 「新交通システム導入方策調査」（宇都宮市）
平成 17 年度 「新交通システム導入課題検討」（県・市）

～平成 18 年度
平成 18 年度 宇都宮市が主体となって検討を行うことを

表明
平成 24 年度 「東西基幹公共交通の実現に向けた基本

方針」策定
平成 25 年度 芳賀町からの LRT 路線延伸要望
平成 25 年度 芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会
平成 27 年 11
月 9 日

宇都宮ライトレール（株）設立

平成 28 年 9月
26 日

軌道運送高度化実施計画認定
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いる。また、住宅地も郊外へと拡がり、結果的に自
家用車での移動が中心となった。1960 年代には、国
道のバイパスである新 4 号線の開業をはじめ、域内
道路の整備により、まちの機能が郊外へと大きくシフ
トした。

時系列から振り返ると、当初新交通システムと呼
ばれていた、平成 5 年より検討が始まった交通機関
の導入検討のほうが、平成 20 年に盛り込まれたネッ
トワーク型コンパクトシティよりもかなり早くから検討
されていたことになる。道路の整備は、新交通システ
ム検討も並行して進められていたともいえよう。しか
し、広がった市域から中心市街地または郊外の工業
団地への自家用車での移動による交通渋滞は深刻さ
を増し、さらにこれからの人口減少社会や少子・高
齢化社会を鑑み、宇都宮市においては、LRTとコン
パクトシティの双方を盛り込んだ計画になったといえ
る。

このため、第5次宇都宮市総合計画策定の頃に着々
と開業準備がされていた富山市の富山ライトレールお
よび富山市のコンパクトシティ計画を参考にしたのは
極めて自然であるといえるだろう。

このように、宇都宮市においては、ネットワーク型
コンパクトシティの策定よりも以前に、LRT 計画が検
討されてきた。平成 5 年（1993 年）には、すでに軌
道系交通の導入がされはじめ、その過程で、平成 15

年（2003 年）には検討主体が栃木県から宇都宮市
へと移った。その後平成 20 年（2008 年）には宇都
宮市はネットワーク型コンパクトシティの構想を発表す
るに至った。すなわち、すでに検討が開始されてい
た軌道系交通が LRT 計画へと具体化され、それに
合わせてネットワーク型コンパクトシティ計画も策定さ
れてきた。まず、軸となる公共交通の策定からネット
ワーク型コンパクトシティ構想へと発展した。LRT 計
画はこのように市のネットワーク型コンパクトシティ構
想と密接に一体となっているのである。

III. 市民からみたコンパクトシティ計画とLRT

1. 市長選挙とLRT計画

宇都宮における LRT 整備の是非は、平成 5 年の
栃木県と宇都宮市による新交通システム導入につい
ての検討が開始されて以来、幾度となくその建設の
是非が問われてきた。LRT を含む新交通システム
導入の検討が宇都宮市のネットワーク型コンパクトシ

ティ計画よりも15 年も早く検討され始めたことは、市
民にとっては LRT または新交通システムありきの計画
であると思われても不思議ではない。

平成 16 年以降、新交通システム導入調査を実施し
てきた宇都宮市においても、前述の通り公聴会を実
施してきた。しかし、市民の合意形成にいたるまで
には、多くの議論を呼んだ。その 1 つが 2016 年の宇
都宮市長選挙である。この年の市長選挙では、LRT

計画が争点となった 26。LRT 推進派の現職候補と反
対派の新人候補の対立は、まさに LRT をめぐる市民
の意見を表す場となったのである。

この時の戦選挙では、LRT 推進派の現職が当選
したが、89,840 票であり、一方の敗れた反対派候補
は、83,634 票とわずか約 6,200 票と非常に拮抗して
いた。これは市民のあいだでも LRT を好意的に捉え
ている市民と、否定的に捉えている市民が、大きく二
分していたといえるであろう。民意としては、これか
らも LRT 計画を進めるということにはなったが、市
民をほぼ二分した選挙は、図らずも市民のあいだで
の LRT への関心をより高めたともいえる。しかし、
このことが現在の LRT 計画にも大きく影響している
ことは明らかである。その後、この選挙結果を受けて、
2018 年に宇都宮ライトレール優先整備区間の建設が
始まった。

しかし、2020 年 11 月の市長選においても、再
び LRT が争点となる 27。2004 年から 2018 年の市
長選まで勝利している現職市長と新人候補の対決で
あったが、新人候補がすでに建設が始まっていた
LRT 建設工事中止の立場を取っていたことで注目を
浴びた。結果は現職候補が 113,025 票を獲得し、一
方 LRT 中止を表明していた新人候補が 59,237 票で
あった。前回の 2016 年の市長選挙では約 6,200 票
の差での勝利であったが、2020 年の市長選では約
54,000 票の差と大勝している。しかし、すでに建設
が始まっている LRT の反対を表明している候補に、
6 万票近い票が集まったことは、宇都宮市民の中には
LRT に対して、懐疑的または不要と考えている人が
少なくないということである。これは、今後の LRT

計画、そしてコンパクトシティ計画を進めるにあたっ
て、無視できない事実である。

このような経緯から、行政・自治体が主導して進め
られてきた、第三セクター方式の LRT 計画は、2 度
にわたり民意が問われ、その結果を受けて建設を進

栗　原　俊　輔
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めてきている。2020 年の市長選においても、すでに
LRT 建設が着工されているにも関わらず、少なくない
市民が LRT 反対派の候補に投票していることなど、
市民の総意を得て進められているとはいえない状況
での建設工事となっている。納税者である市民に理
解と協力を得ることが必要であることは明白ではある
が、市民の理解促進が今後の大きな課題と浮き彫り
となった。

2. LRT開業延期と事業費増額

市長選後の 2021 年 1 月に宇都宮市は、当初は
2021 年度末に開業の予定であった LRT が、建設工
事等の遅れのため、2022 年度末（2023 年 3 月）の
開業を延期すると発表した。同時に、この開業延期
が発表された時には、事業費の増額も公表された
28。当初の予算であった 458 億円から、事業総額が
684 億円となり、宇都宮市負担分 191 億円、芳賀町
負担分が 35 億円と、計 226 億円の増額となる。宇
都宮市負担分は合計 603 億円となり、納税者である
宇都宮市民にとっても、無視できない額である。宇
都宮市の増額分の内訳は以下の通りである（表 2）。

建設費の増額は、順調に進んでいるように見えた
LRT 建設に対して、市民のあいだでの不信感を生む
結果となってしまった。特に反対派においては、巨額
の建設費が LRT 反対の最大の理由でもあり、今回
の建設費の増額はさらなる不信を生んだものと思わ
れる。

2016 年の市長選挙では市民を二分する結果となり、
また 2020 年の市長選挙においては、すでに建設が
着工されているのにも関わらず、事業中止を掲げた候
補が少なくない票を獲得するなど、いまだに LRT 計
画に対しての市民の意見が分かれており、一定数の

市民が LRT を好意的に捉えていない証左である。
このような状況の中でさらに、2021 年 1 月に宇都

宮市より発表された LRT 開業延期および事業費増額
について、2020 年 12 月の市長選挙よりも以前には、
すでに明らかになっていたにもかかわらず、公表して
いなかったことがメディアにより報道された。2021 年
3 月 9 日、下野新聞により求められていた情報公開請
求に対し、宇都宮市が情報を開示した 30。この情報
開示によると、市長選前の 2020 年 11 月には、事業
費増大の試算が出ており、同年 12 月の市長選を控え
た時期にもかかわらず、この事実を公表していなかっ
たことになる。また、2018 年には LRT 事業費増額
の試算が出されていたという報道もなされた 31。2018

年 12 月に事業費の試算がなされた際には 172 億円の
増額と算出されており、2021 年 1 月に宇都宮市によ
り公表された 218 億円の増額と近い数字である。同
記事によると「公表のタイミングをはかる必要がある」
とも記されており、2020 年の「市長選後の公表は既
定方針」ということを裏付けたものであると同記事で
は結論付けている。

宇都宮市の LRT 計画は、複数にわたる市民公聴
会や 2 度の市長選における争点となったことなど、多
くの民意を問うプロセスを経て、建設が着手されてい
るものの、建設費増額をめぐる透明性への疑問が、
そのプロセス自体に疑問を残すこととなった。ただ、
結果的には、宇都宮のまちづくりの将来をどうとらえ
るのか、コンパクトシティとは何か、LRTという大規
模インフラを整備することへの妥当性とは何かについ
て、結果的には市民に意識させることにもなった。

多額の税金が投入される第三セクターである宇都
宮ライトレールの建設費へ、さらなる税金の投入は、
このコロナ禍においては、深刻な問題と捉えられるこ
とは自然である。

この状況下において市民の理解を得る、理解者を
増やすことは、困難な挑戦ではあるが、市民の理解
と協力がなければ、LRT 計画は成功しない。また、
一方で、市民のあいだでも、すでに建設が進んでい
る LRT を市民としてどのように活用できるのか、ま
たは利用できるのか、意識することが必要であるが、
過去の LRT 論争をみていくと、冷静な対応を求める
にはまだ時間がかかるのではないだろうか。

コンパクトシティ構想とLRT計画

表 2: 宇都宮市分 LRT 建設事業費（出典：宇都宮市ホームペー
ジ「芳賀・宇都宮 LRT 事業の進捗状況等について」より
筆者作成 29）

単位：億円
概算事業費 412
増額

現地の施工条件等への対応 102
建設需要の増加などの社会情勢の変化 35
安全性・利便性の向上など 46
地下埋設物等の移設（皆増） 35

増額計 218
減額　軌道等構造の仕様を見直し -27
総計 603
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IV. 市民に利用されるLRTとなるために

1. 車社会におけるLRT

LRTという大型インフラでもある公共交通機関の
整備は、宇都宮市のネットワーク型コンパクトシティ
構想の将来を決める重要な事案であることは明らか
であるが、LRT 計画推進過程で、市民の賛否を二分
するような議論にまで至ってしまった。このまま LRT

を推進し、将来のネットワーク型コンパクトシティ達
成のための市民の総意を形成するには、インフラ整
備のほかにも市内交通の再整備を含めた、利用しや
すい制度を整備する必要があるだろう。また、二分
されてしまった市民の意見をひとつにまとめる作業も
重要であることが、いままでの LRT 計画をめぐるプ
ロセスからも明確になった。ここでは、まず車社会
である宇都宮市の現状から LRT をはじめとする公共
交通利用促進の方策、そして二分された市民の LRT

への意見・見解への具体的な対応策を検討していく。
宇都宮市とその周辺地域は車社会といわれている

が、車での移動に慣れた市民が LRT に乗車するため
には、どのようなメリットがあるのだろうか。朝夕の
通勤が LRT の利用に代わることにより、渋滞は緩和
されるのであろうか。LRT の優位性とは何であろう
か。車というプライベートな空間は、公共交通機関と
比較すると、その快適性は格段に高い。車で通勤し、
病院や公共施設、そして買い物と宇都宮周辺では車
での移動が基本となっている市民は多く、国内でも
有数な車社会へと発展してきた。これは、県民の自
家用車普及状況からも見えてくる（表 3）。

表 3 が示すように、栃木県の自家用車の 1 世帯あ
たりの保有台数は全国 5 位であり、1 人あたりの保
有台数は全国 2 位である。全国的に見ても自家用車
の普及率が高く、栃木県は国内でも車社会の度合い
が高い地域である。自家用車という快適性の高い移
動手段での通勤が一般化しているともいえる。

一方で、宇都宮市内における公共交通ネットワー

クについては、必ずしも利便度の高いものとは言えな
いのが現状である。宇都宮市内では、JR や東武鉄
道沿線以外では、バスが唯一の公共交通機関である。
また、中心市街地である東武宇都宮駅と JR 宇都宮
駅の距離が離れており、歩くには遠く、この区間をバ
スで移動する人も多い。また、市外からの用務客や
観光客にとっては、バスでの移動は難しい。JR で宇
都宮駅に降り立っても、バスで中心市街地や訪問先
へ向かうことは、慣れない人には困難である。

LRT 事業での建設区間でもある JR 宇都駅から市
内東側へ向かうバスは、居住人口と比較するとその
本数が非常に少なく、来訪者はもちろんのこと、住
民にとっても便利で使いやすい交通手段としては機
能していないといえるだろう。宇都宮駅東側の路線
バスは、駅から郊外へと向かうバスはその多くが郊
外の工業団地や住宅地へと路線を延ばしている。し
かし、住民は車で移動、通勤は駅から工業団地方
面への送迎バスと流れ、路線バスを利用する客は高
校生等の運転免許を持っていない人たちであり、朝
晩の通勤通学ラッシュでさえも、その運転本数は少
ない。たとえば、JR 宇都宮駅から LRT が通る予定
である清原方面へは、平日朝 7 時台でも 2 本であり、
清原地域の工業団地への通勤はそのほとんどが企業
の送迎バスや自家用車と想像できる 32。事業所や大
学などがある市内東部へは、市外から訪れる人も多
いが、バスの本数の少なく、利用しづらい。はじめ
て訪れる場所でのバス利用は一般的に敬遠されがち
であるが、バスの本数の少なさが、これに拍車をか
けている。宇都宮に居住する人たちにとっては、自
家用車での移動や少ないながらもバスでの移動も選
択肢に含まれるが、市外からの訪問者には、非常に
訪れにくい。この点は、公共交通は地元住民のため
だけでなく、来訪者も利用するものであることを、地
元住民は忘れがちである。すなわち、車社会である
といわれる宇都宮ではあるが、そもそも「車しかない
社会」ともいえないだろうか。自家用車しか移動手段
のない街は来訪者にとっては非常に訪問しにくく、い
わゆる二次交通とよばれる、JR の駅などから目的地
まで結果的にタクシーや車での迎えが必要になり、
必ずしも便利とは言えず、ネットワーク型コンパクトシ
ティ構想自体は、この観点からも機能的であると言え
る。まずは、来訪者や通学等の利用を促進すること
は、LRT の利用を地元宇都宮の住民に利便をアピー

栗　原　俊　輔

表 3：自家用車普及率（一般社団法人自動車検査登録協会「都
道府県別の自家用乗用車の普及状況（平成 28 年）」をも
とに筆者作成）

順位 1 世帯当たり台数 順位 1 人当たり台数
1. 福井 1.749 1. 群馬 0.677
2. 富山 1.706 2. 栃木 0.658
3. 山形 1.679 3. 茨城 0.653
4. 群馬 1.648 4. 富山 0.650
5. 栃木 1.623 5. 山梨 0.644
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ルすることにもなるのではないか。

2. 交通拠点整備と市民への周知

LRT 計画によると、沿線の拠点ごとにバスと乗り
換えのできる「トランジット・センター」も開設される
計画である。郊外から市内までは LRT で来て、トラ
ンジット・センターでバスに乗り換え目的地に向かうと
いう計画である 33。すなわち、宇都宮駅まで行かな
くとも、途中でバスに乗り換え、目的地に向かうこと
ができる。

また、LRT からバスなどに乗り換えるトランジット・
センターや停留所に駐車場を設けて、自宅からは車
で停留所まで来て、LRT に乗り換えるパークアンドラ
イドについての説明も、芳賀・宇都宮 LRT ホームペー
ジには、イラストとともに掲示されている 34。

宇都宮市役所による、LRT 開業についての市民へ
の周知は、市のホームページおよび特設ページを中
心に行われている。その内容は現在の進捗状況が中
心である。また、宇都宮市東部において多くの市民
が利用するショッピングモール、ベルモールには LRT

特設コーナーを設け、計画概要や進捗状況等を写真
とともに展示する「交通未来都市うつのみやオープン
スクエア」を常設設置している（写真 2）。

パンフレットなども置かれ、立ち寄る人たちに配布
されている。宇都宮ライトレールのテーマカラーであ
る黄色を基調とした特設コーナーはその色とともに注
目を浴びる。住民のあいだでの LRT についての認知
度は非常に高いといえるだろう。しかしながら、具
体的な車から LRT への利用促進、パークアンドライ
ドの方法などは、まだ周知されていない。もちろん、
事前に LRT の利便性を理解する必要があるが、この
ための取り組みには、情報の告知・周知だけではな
く、パークアンドライドを促すための仕組みや、自家

用車ではなくLRTを利用する具体的なメリットなどを
明確にし、浸透させることが重要である。

車という個人的なスペースから、鉄道という公共空
間へとシフトすることは、車に慣れ親しんだ人には、
快適性が減少するのではという危惧があるかもしれ
ない。しかし、鉄道でも利用は乗車してしまえば、
本や新聞を読んだり、スマートフォンを見たり、乗車
時間を有効に活用することが可能である。芳賀地域
から宇都宮市内までは、LRT で 40 分程度と計画さ
れている。この時間を車でなく鉄道で移動することの
メリットをより積極的に周知することと同時に、鉄道
利用の際の具体的な特典等の仕掛けを事前周知する
ことが不可欠である。

3. LRTへの理解促進の取り組み

開業に向けて、課題の多い宇都宮ライトレールで
あるが、潜在的可能性と付加価値は計り知れない。
これは、宇都宮駅東口や宇都宮ライトレール沿線予
定地の路線価も上昇していることにも表れている 36。
加えて、沿線予定地での再開発や宅地の新規開発も
進められている。このような動きは LRT 開業への期
待のあらわれともいえるが、開業前に地価の高騰が
進みすぎることは、コンパクトシティの本来の目的で
ある、LRT 沿線への居住促進の障壁となる可能性も
抱えていることは指摘したい。

また、宇都宮市では 26 年ぶりとなる小学校が新
設された 37。市内郊外である、LRT 沿線での人口増
加は郊外に開発された住宅地にてみられるが、これ
も LRT 開業を念頭にいれた開発であり、このような
動きが今後促進されることが期待される。そのため
には、新規定着人口が、自家用車と LRT をバランス
よく目的に合わせて利用するような行動様式が求めら
れ、そのための環境も整備される必要がある。パー
クアンドライド設備の整備はその 1 つである。2021

年 4 月、宇都宮地域では IC 乗車券 Totra を導入し
た。それまでの域内のバスでは Suica 等の IC 乗車
券が使用できなかったが、LRT 開業を見据えて、地
域 IC 乗車券とよばれる、域内のバス会社で使用で
き、Suica が付いたその地域での移動に便利な地域
IC 乗車券であるが、これは全国初の試みである 38。

また宇都宮ライトレールでは、この Totra を活用し
た信用乗車制度の導入が予定されている 39。信用乗
車とは、通常ワンマン方式の運行の場合、運転士後

コンパクトシティ構想とLRT計画

写真 2: ベルモール内にある「交通未来都市うつのみやオープン
スクエア」35
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ろのドアから下車をし、その際に運賃を支払う形式で
あるところ、これをホーム側すべてのドアを開け、IC

カード乗車券でどのドアからの下車を可能にし、乗
降時間の短縮を図るものである。この方式は、乗客
が正しい運賃を支払うことを前提にしているので、信
用乗車方式と呼ばれているが、IC カードの普及によ
り、この方式を実施することが比較的安易になったこ
とが、今回の導入につながったと思われる。LRT に
導入される車両は、全国で初めて、車両のすべての
ドアに IC カード読み取り機を取り付けることにより、
信用乗車制度を実施し、乗降時間の短縮を計画して
いる。

おわりに

本稿では、まずコンパクトシティの概念とおもな実
践例を整理した。1970 年代に提唱されたコンパクト
シティでは、都市中心部の密集を回避し、より暮ら
しやすい街づくりを目指したものであったが、近年の
コンパクトシティ構想では、むしろ人口減少社会にお
ける都市のあり方がその構想の中心にあり、これか
らの都市運営のための概念と捉えられている。現在
のコンパクトシティ構想では、必ずしも軌道系交通の
導入が前提とはならないが、新潟市や青森市など、
軌道系交通を導入しなかった都市も見られる。しか
し、その求心力・認知力という点からはコンパクトシ
ティ実現のためには、その機能は LRT 等の軌道系
交通に優位性があると言える。

次に、宇都宮市のネットワーク型コンパクトシティ
構想および、その基軸となる LRT について概況を提
示した。宇都宮市のコンパクトシティ構想は、ネット
ワーク型コンパクトシティと呼ばれる、連携・集約型
都市を目指すことを掲げており、公共交通ネットワー
クを構築し、東西基幹公共交通に LRT を導入すると
いう計画を策定した。これからの少子高齢化社会、
人口減少社会を鑑みると、宇都宮のような平野に広く
人口が分布している都市においては、公共交通の軸
を形成し、拠点を整備することにより、効率よく、ま
たすべての市民が快適に暮らすことができるはずで
ある。一方で、LRTという新しい交通機関を、軌道
系交通のなかった街に浸透させるには、車社会に慣
れた市民が、この構想に理解を示すことが最重要事
項である。宇都宮市の場合、LRT 計画がネットワー
ク型コンパクトシティ構想の策定よりも前に、すでに

検討が始まっていたことは、指摘しておきたい。宇都
宮市は定期的に新交通システム導入の公聴会を定期
的に実施し、市民の理解を求めてきたことは確認し
たい。ただし、ネットワーク型コンパクトシティ構想
の発表よりも以前に LRT を含む新交通システムにつ
いての公聴会を開催したことによって、市民のあいだ
では少なからず混乱はみられたといっても過言ではな
い。LRT への理解は、必ずしも前向きではない市民
も少なくないであろう。本稿では、この点に着目し、
過去 2 回にわたり連続して LRT 計画が市長選の争点
となったことを指摘した。

2016 年の市長選挙では、LRT 賛成派候補と反対
派候補がわずか 6,000 票の差しかなかったが、2018

年に LRT 建設が着工された。続く2020 年の市長選
挙においては、すでに着工されている LRT 事業の中
止を掲げる候補が 50,000 票あまり獲得した。これは
見過ごせない数字であることは明らかである。さらに、
市長選後の 2021 年 1 月には、LRT の開業が 1 年遅
れることが宇都宮市により発表された。その際には
建設費等も増額されることも併せて発表されたが、
その後メディアにより市長選挙前に建設費の増額は
試算されていたことが判明し、市側もそれを認めた。
このことは、LRT への賛否が二分されていた市民の
あいだでは不信と取られてしまっても仕方がない。

このような市民も巻き込んだ LRT 計画もすでに着
工し、本稿では宇都宮という車社会における軌道系
交通導入の課題も指摘した。現在の宇都宮市東部の
公共交通の多くはバスが担っているが、必ずしも利
便がよいとはいえない。清原、芳賀地域にある工業
団地へも自家用車や企業の送迎バスで通勤すること
が日常である。このことは、LRT による渋滞解消や、
所用時間短縮、定時運行などが期待されていること
である。また、二次交通の整備も必須である。

現在の宇都宮市を取り巻くLRT をめぐる状況を整
理してきたが、市としてはショッピングモールに LRT

の PRコーナーを設置するなど、市民のあいだでの認
識は高い。しかし、これは市民が LRT を利用すると
いうことを意味しない。Totra の導入等、日本での最
先端の設備を備えた交通システムと車両の導入はあく
までもインフラの一環である。ソフト面においても、
工夫が求められるのではないだろうか。LRT の利用
者は朝夕の通勤利用と日中の高齢者が想定される
が、特に高齢者においては、Totra を利用し最新型
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の信用乗車制度を導入したとしても不安が残るもので
ある。利用を定着させるためには、たとえば日中はア
テンダントのようなスタッフを乗車させ「顔の見える」
交通機関であることをアピールすることも一考であろ
う。福井県のえちぜん鉄道の事例を紹介したい 40。
えちぜん鉄道では、日中の時間帯にアテンダントが乗
車し、高齢者の乗客のサポートを行っている。業務
は高齢者や障碍者の乗降サポートだけでなく、沿線
の観光案内や駅での接続バスの案内等、最新システ
ムでは見過ごされがちな、ソフト面でのサービスを提
供している。宇都宮市も LRT 沿線に交通拠点を設
置し、バスとの接続を図る予定だが、高齢者にとっ
ては、このようなサービスは利用する際の安心感につ
ながり、利用の定着も期待できる。検討する価値の
あるサービスと言えるのではないだろうか。

宇都宮市の掲げるネットワーク型コンパクトシティ
の成功は、その軸となる公共交通機関にかかってい
るともいえる。宇都宮市は巨額の資金を投じて、宇
都宮ライトレールを建設し開業する。すなわち、コン
パクトシティ計画においても、その達成への一歩を踏
み出したといえるが、その成否はまさに LRT の利用
者の定着と、パークアンドライドをはじめとした、住
民の LRTと自家用車のバランスの取れた生活スタイ
ルが鍵となる。

しかし、宇都宮市では、市長選で 2 度にわたって
LRT 事業が争点になるなど、市政を揺るがす問題に
もなった。建設工事が進んでいる現在でも、LRT に
反対する市民は少なくない。市はこれから開業にむけ
て、二分された市民の意見をとりまとめ、すでに進行
している LRT 事業についての理解を求めることは言
うまでもなく、建設費増額の発表のタイミング等、そ
の事業計画における透明性について、さらなる努力
が求められる。

戦後の日本において、全くの新しい路面電車の建
設は、宇都宮市が初めてである。そのため、全国
の多くの自治体が、宇都宮市の動向に注目している。
日本有数の車社会でもある宇都宮において、この取
り組みを成功に導くのは、市民自身であることは言う
までもない。

宇都宮市は人口が 50 万人を超える、関東屈指の
大都市であるにも関わらず、軌道系交通が少ない。
新設 LRTという、日本では初めての試みである宇都
宮ライトレールは、コンパクトシティの観点からも、こ

れからの高齢者社会を見据えた、誰にでも住みやす
い街を目指す宇都宮市にとって、市の将来を左右す
る取り組みであり、投入した税金や時間、労力を考
慮すると、市民や来訪者が利用する公共交通機関に
なることが、不可欠である。そのためにも、賛否が
明確に二分された LRT 事業について、少なくない市
民がマイナスの感情で LRT を見ていることを意識し、
インフラや制度等のハード面だけでなくソフト面での
サービス強化等を検討することは、2022 年度末の開
業に向けて、LRT の成功の第一歩、そしてコンパクト
シティ達成への第一歩である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 SDGs とは、「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable 

Development Goals）とは，2001 年に策定されたミレニ
アム開発目標（MDGs）の後継として，2015 年 9 月の
国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続
可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された，
2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目
標」であり、17 のゴールが設定されている。外務省ホー
ム ペ ー ジ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/
about/index.html）

2 平成 26 年の改正では、コンパクトなまちづくりを支
援することをはじめて謳い、コンパクトシティの基盤
となる都市機能増進施設の立地の適正化を図ることが
盛り込まれた（国土交通省ホームページ「報道発表資
料 」https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi07_hh_000079.
html）

3 神戸市ホームページ「経営改善の取り組み」（https://
www.city.kobe.lg.jp/a89954/shise/kekaku/kotsukyoku/
keieikaizen.html）

4 国土交通省ホームページ「BRT の導入促進等に関
す る 検 討 会 」（https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_
tk1_000011.html）

5 当初は 2020 年 5 月よりプレ運行開始の予定であったが、
新型コロナ感染症のため、2020 年 10 月に延期された

（Tokyo BRT ホームページ　https://tokyo-brt.co.jp/about/）
6 東日本大震災で被災し、不通となった JR 東日本の三

陸沿岸部の路線を線路敷地をバス専用道へと転換し、
BRT を整備した。JR 東日本ホームページ（https://www.
jreast.co.jp/railway/train/brt/system.html）

7 茨城県の日立電鉄は 2005 年に全線廃止されたが、その
線路敷地の一部を、日立市がバス専用道へ転換しひた
ち BRT として整備した（https://www.jreast.co.jp/railway/
train/brt/system.html）。 同 様 に、 茨 城 県 石 岡 市 で も、
2007 年に廃止された鹿島鉄道跡を活用し、その一部区
間を「かしてつバス」として BRT を導入した（https://
www.city.ishioka.lg.jp/page/page000728.html）

8 独立行政法人産業経済研究所ホームページ「ライトレー
ルの導入によるコンパクトなまちづくり」（https://www.
mlit.go.jp/common/000139693.pdf）

9 国土交通省ホームページ「ＬＲＴ等の都市交通整
備 の ま ち づ く り へ の 効 果 」（https://www.mlit.go.jp/
common/000993737.pdf）

10 https://www.mlit.go.jp/common/000993737.pdf
11 新潟市ホームページ（https://www.city.niigata.lg.jp/smph/
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kurashi/doro/kotsu/newsystem/torikumi/h28data.html）
12 BRT を運行している新潟交通は、1999 年まで電車線を

運行していたが、乗客減のため廃止となった（https://
www.niigata-kotsu.co.jp/soumu/profile.html）

13 新潟市ホームページ（https://www.city.niigata.lg.jp/smph/
kurashi/doro/kotsu/newsystem/torikumi/h28data.html）

14 青森市ホームページ（https://www.city.aomori.aomori.jp/
toshi-seisaku/shiseijouhou/matidukuri/keikaku-hoshin-bijon/
aomorishi-toshikeikaku/compact-city.html）

15 櫛引素夫『コンパクトシティ政策と郊外の空き家問題
−青森市の事例からの論点整理−』青森大学付属総合
研究所紀要 Vol.17, No.2, 26-42, 2016

16 芳賀・宇都宮 LRT 概要については宇都宮市ホーム
ページ内の「芳賀・宇都宮 LRT」（https://www.city.
utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kotsu/lrt/index.html）およ
び宇都宮ライトレール株式会社ホームページ（https://
www.miyarail.co.jp/company/?overview）を参照。

17 下野新聞ホームページ「LRT 開業１年延期　事業費
1.4 倍、650 億円に　宇都宮市、芳賀町」（https://www.
shimotsuke.co.jp/articles/gallery/408319?ph=1）

18 https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/_res/projects/default_
project/_page_/001/022/203/meishou_kouhyou.pdf

19 宇都宮市ホームページ「芳賀・宇都宮 LRT」（https://
www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kotsu/lrt/index.
html）

20 第 1 回まちづくりと交通に関する懇談会要旨（https://
www.city.utsunomiya.tochigi.jp/_res/projects/default_
project/_page_/001/006/089/kondankai_iken_1.pdf）

21 宇都宮市ホームページ「第 1 回まちづくりと交通に
関する懇談会議事要旨」（https://www.city.utsunomiya.
tochigi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/091/
machi1.pdf）

22 http://www.pref.tochigi.lg.jp/h03/town/koukyoukoutsuu/
koukyoukoutsuu/lrt.html

23 https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kotsu/
lrt/1006078.html

24 宇都宮市のネットワーク型コンパクトシティについ
ては、市ホームページ「第 5 次総合計画」を参照。
https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/_res/projects/default_
project/_page_/001/007/658/5jisougaiyoubansyuuyakugatato
shi.pdf

25 https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/_res/projects/default_
project/_page_/001/007/658/5jisougaiyoubansyuuyakugatato
shi.pdf

26 「LRT 争点に現新対決　宇都宮市長選告示」下野新聞
（https://www.shimotsuke.co.jp/articles/-/12831）

27 「「LRT は禍根残す」　須藤氏、無念さにじませ　宇都宮
市長選」（https://www.shimotsuke.co.jp/articles/-/385301）

28 宇都宮市ホームページ「芳賀・宇都宮 LRT 事業の
進捗状況等についてのお知らせ」（https://www.city.
utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kotsu/lrt/1026119.html）

29 https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/_res/projects/default_
project/_page_/001/026/119/tenpuko-ho.pdf

30 「LRT 費膨張 18 年に試算　市長選前、公表せず　宇都
宮市」https://www.shimotsuke.co.jp/articles/-/426090

31 「LRT 増額予算案可決、住民投票求める陳情は不採択」
（https://www.asahi.com/articles/ASP3S7FR7P3RUUHB002.
html）

32 LRT が通る予定の宇都宮市清原地区で運行されている
路線バス（JR バス関東）の清原工業団地東バス停から
宇都宮駅西口までは平日朝 7 時台には 2 本、宇都宮駅
西口から清原方面には 7 時台、8 時台とも 1 本の運行で

ある。JR バス関東ホームページ（http://www.jrbuskanto.
co.jp/bus_etc/cntimep01.cfm?pa=1&pb=1&pc=j0390111&pd
=0&st=1）

33 芳賀・宇都宮 LRTLRT ホームページ
 （https://u-movenext.net/about/#howto）
34 https://u-movenext.net/about/#howto
35 https://u-movenext.net/open-square/
36 下野新聞「宇都宮駅東口 初の最高　県内路線価　平均

下落幅、２年連続縮小」（https://www.shimotsuke.co.jp/
articles/-/329729）

37 下野新聞「校舎完成、春を待つ　宇都宮の新設校「ゆ
いの杜小」４月開校」（https://www.shimotsuke.co.jp/
articles/-/416557）

38 下野新聞「ＩＣカード以外は現金　ＬＲＴ運賃収受
で宇都宮市　停留所名選定へ検討委」（https://www.
shimotsuke.co.jp/articles/-/209969）

39 Totra ホームページ（https://www.ic-totra.jp/about/）
40 日本障害者リハビリテーション協会 情報センターホー

ムページ「ノーマライゼーション　障害者の福祉」　
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Abstract

This journal intends to examine the potential for Utsunomiya Light Rail as a part of Utsunomiya’s Compact City 

Plan from the civic participation point of view. Compact City has been addressed since 1970’s with a change of its 

concept from solution for density of a city center to making a city itself compact and functionable under the decreasing 

population society. Public transportation is, thus, a crucial component for this concept.

Japan’s Compact City Plan has been various in terms of mode of public transportation such as Toyama City with 

LRT, Niigata City with BRT (Bus Rapid Transit) and Aomori City with the current public transportation system, which 

leads to a fact that LRT has superiority relatively.

Utsunomiya is the first city in Japan that will open completely new LRT. However, it has been controversial among 

the citizens about the LRT project. It has, in fact, become one of the issues for the mayor elections twice so far.

In order to make the LRT successful as the first step for Utsunomiya’s Compact City Plan, investing and making 

use of human resources is the key element, in addition to infrastructure development, for reflecting on Utsunomiya’s 

civic participation so far.

（2021 年 6 月 1 日受理）
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